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特地官署等指定基準見直しで人事院に要求提出－10/8

－給与振込１口座化に対しては当局責任での対応を求める－

　公務員連絡会は、10月８日、人事院交渉を実施し、別紙１「特地官署等指定基準の見直しに関わる要求書」を提出したほか、給与振込みの一口座化の提案については問題があることを指摘した上で混乱を生じないよう当局責任での対応を要請した。

　交渉は、13時30分から行われ、公務員連絡会側は賃金・労働条件専門委員会交渉委員に加えて今回の見直しで影響を受ける全開発などの代表が参加し、人事院側は上山職員団体審議官付参事官のほか給与三課の担当者が対応した。

　特地勤務手当については、３年ごとに見直すことがルールとなっており、前回の見直しが2007年４月であったことから、次回は2010年４月となるが、人事院は2007年秋に2009年４月実施を目指して見直し作業に着手することを提案してきた。これに対して公務員連絡会は、2008年基本要求やその後の春闘期、人勧期の取組みの中で拙速な見直しを行わないよう人事院に要求し、2008年６月には地方代表による交渉も実施してきた。そうした取組みの結果、見直し作業はルールに則ったスケジュールに戻り、人事院が、１日、公務員連絡会に、2010年４月実施を目指した見直し案を提起することになったものである。

　本日の交渉は、人事院から示された見直し案に対する公務員連絡会の要求事項を取りまとめて提出したもので、11月中の決着を目指した人事院との交渉・協議の出発点となるものである。

　交渉の冒頭、石原委員長は「見直しに当たっては、生活不便度や人材確保の必要性を十分考慮し、当該職員の納得の上で実施すべきだ」と要求事項を説明するとともに、地域代表の声を聞く場を設けることを含め、要求の実現を迫った。また、公務員連絡会側は次の通り今回の見直しの問題点などを追及した。

(1) 今回の見直しに当たり、人事院はこれまで「削るための見直しではない」との説明をしてきたが、現行基準で解除される箇所数よりも新基準で解除される箇所数が多くなっており、話が違う。この時点でまったく別の基準にするというわけにもいかないが、基準を緩和すべきである。生活不便度については、机上の議論ではなく現地の人の話を聞いて判断すべきだ。

(2) 寒冷積雪地帯では、夏と比べて極端に不便度が変わるので、むしろ冬の平均旅行速度を基本に考えるべきではないか。

(3) 手当が付くからということで特地官署への異動に応じたのに、途中で手当がなくなれば約束が違うということになる。そうならないよう十分な経過措置を講じていただきたい。

(4) 今回は人口集中地区との時間距離を基本として級地の格付けを行うことにしているが、時間距離が十分あるにもかかわらず、近くに公共施設があるなどの別の基準を持ち出して、適用しないというのでは公平でなく、組合員は納得しない。

(5) 砂防ダムやダム管理支所の多くが引下げ、解除対象になっているが、こうした官署では比較的長い期間勤務する職員が多いことから、人事が難しくなる可能性があり、十分配慮していただきたい。

(6) 手当がなくなることに加えて、新たに公務員宿舎料の負担が加わることになれば、大幅な収入減になるので、宿舎料についても経過措置を講じるべきだ。

　これに対し、人事院側は次の通り考え方を示した。

(1) 削るための見直しでないことは言われるとおりであり、新たな基準をどうしていくかについては、本日いただいた要求や各府省からの要望も含めて、今後、きちんと検討してまいりたい。寒冷積雪地の取扱いや経過措置の問題は重点的に検討していく。

(2) 公共施設が近隣に所在するところは生活が著しく不便とは言えないので除外することにしているが、特段の事情があれば指摘していただきたい。個別の課題については、今後、いろいろ事情を聞かせていただいて検討してまいりたい。

(3) 宿舎料の問題については、財務省に経過措置を要望している。

　最後に石原委員長が「今後も、われわれの意見を十分に聞いて検討していただきたい。10月27日には見直し対象職場の組合員の意見を聞く場を設けて、現地の話を聞いていただきたい。当事者が納得することが大事であり、十分な交渉・協議を行い、合意のもとに進めていただきたい」と重ねて要望し、要求提出交渉を締めくくった。

　公務員連絡会としては、10月27日に地域代表による交渉を実施し、11月中の決着に向け、交渉・協議を強化していくことにしている。

　また、給与振込みの１口座化については、人事院から本年６月に検討を行うことが提起されたことから、公務員連絡会は６月23日に、「１口座に限定しないこと」を内容とする意見を提出してきた。その後、人事院内で検討作業が行われ、本日、①振込みによる給与支払を「全額振込み」のみとする②口座数は１口座とするが、転居を伴う異動等を行い、単身赴任で別居家族の生活費の引出しに必要であるなど転居前の口座を維持する必要があり、赴任先に転居前の口座の金融機関の店舗等がない場合には第２口座を認める③10月中に規則等を改正し、来年２月に施行するが４月中までは移行期間とする、という内容の別紙２「振込みの方法による給与の支払について(案)」が提示された。

　これについて、石原委員長は、「給与振込を導入するときの条件として複数口座への振込を行うこととしてきたが、振込が100％に近づいたからといって一口座にするという提案には問題があり、反対という意見を提出してきた。本日も、１口座とするとの提案が行われたが、この間の経過を踏まえれば問題があると言わざるを得ない。移行に当たっては、職場で混乱することが予想されることから、具体的な対応については各府省当局が職員に十分説明することとし、人事院としても各府省をきちんと指導していただきたい」と問題を指摘した上で当局責任で実施することを要請した。これに対し上山参事官が「当初は１月実施で検討してきたが、要望を踏まえ、混乱を生じないよう十分な周知、移行期間を設けることにしたので、引き続きご協力をお願いしたい」との見解を示したことから、公務員連絡会側は「混乱を生じないようきちんと対応していただきたい」と重ねて要望し、交渉を締めくくった。

（別紙１）

２００９年１０月８日

人事院総裁職務代行

　人事官　 原　 恒 雄　　　　殿

公務員労働組合連絡会

議長代行　岡部　謙治

特地官署等指定基準見直しに関わる要求書

　日頃の人事行政に対する貴職のご尽力に心から敬意を表します。

　さて、貴職から、過日、特地官署等の指定基準の見直しに関わる具体的提案が行われました。その内容は、これまでの指定基準に代えて、国勢調査に基づく「人口集中地区等」を活用した都市的地域からの隔遠度を基本とする指定基準に改めるというものです。

　特地勤務手当は「離島及び生活の著しく不便な地に所在する官署」に勤務する職員に支給される手当であり、その支給により生活の不便の度を緩和し、もって必要な人材の確保を図るという重要な役割を果たしています。

　わたしたちは、３年ごとの見直しがルール化されているように、社会経済情勢の変化に応じて適時適切な見直しを行うことは必要と考えています。しかし、見直しに当たっては、当該官署に勤務する職員の有形・無形の生活不便度や人材確保の必要性を十分考慮し、当該職員の納得の上で実施すべきものと考えます。その意味においても、公務員連絡会との十分な交渉・協議と合意に基づいて見直し作業を進めることを強く求めます。

　以上のことから、下記事項を申し入れますので、貴職におかれましてはその実現に向けて最大限努力されるよう要求します。

記

１．特地官署等指定基準の見直し及び級地区分の変更に当たっては、当該官署に勤務する組合員の生活維持と人材確保を基本として、公務員連絡会と十分交渉・協議し、合意のもとに進めること。

２．新たな指定基準については、当該官署等における生活実態を踏まえ、以下の通り改めること。 

(1) 官署と人口集中地区等との間における所要時間を引き下げること。

(2) 寒冷降雪地帯においては、冬期の平均旅行速度が大きく低下することを考慮した基準とすること。

３．引下げまたは解除となる場合には、当該組合員の生活の激変を緩和するため、十分な経過措置を講じること。

以　上
